小規模企業のための就業規則作成マニュアル


第１章：総 　則

（目　的）
第１条
この就業規則は、従業員の労働条件、服務規律、その他の必要な事項を定めたものである。
２  この規則に定めのない事項については、労働基準法その他の法令の定めるところによる。
３  会社及び従業員は、この規則を誠実に遵守するとともに互いに協力して業務の運営にあたらなけ

ればならない。
◆解 説◆

  総則では就業規則の目的や適用範囲、又は各種の定義などを規定するのが一般的です。

  就業規則の中には、従業員の就業に関するさまざまな事項が、盛り込まれています。また、すべての前提にある法令は、基本的に労働基準法です。仮に、就業規則の内容が労働基準法よりも下回っている場合、就業規則の内容自体が無効となり、自動的に労働基準法が適用されることになります。

  したがって、就業規則の作成にあたっては、労働基準法などの法令の定めについて、注意を怠らないようにする必要があるでしょう。

  知らないではすまされないのです。

  さて、規則の遵守には3つの観点があります。ひとつは「就業規則の遵守」そして、「労働基準法の遵守」最後に「労働契約の遵守」です。規則としての強制力からみると、一強いのが「労働契約」続いて「労働基準法」一番強制力の弱いのが「就業規則」という順序になります。例えば、労働契約の内容が就業規則の基準に達しない場合、これは無効となります。注意してください。


（従業員の定義）
第２条
  この規則でいう従業員とは、第４条の定めにより会社に採用され、会社の業務に従事するものをいい、名称のいかんを問わない。

◆解 説◆

  労基法上では従業員のことを労働者と呼んでいます。したがって、パートであろうと嘱託であろうと法的にはすべて労働者と言う立場にあります。では、労働者とはだれのことを指すのかというと、労働基準法では「職業の種類を問わず、前条の事業又は事務所に使用されるもので、賃金を支払われるものをいう」とされています。

  要するに、現実に雇用されていて何らかの労務を提供し、賃金の支払いの対象となるものをすべて「労働者」と定めているのです。

  そういった意味では、本条の従業員とはすなわち労働者ということになります。

  労基法では従業員の種類に差別なく全て労働者として適用される事を知っておいてください。

（適用範囲）
第３条
この規則は全従業員に適用する。ただし、臨時に会社に採用された者や短時間従業員及び嘱託従業員等については別に定めるところによる。
◆解 説◆

  労働基準法の適用範囲は各事業場の全従業員で、1人でも労働者がいれば労基法の適用範囲となります。したがって、就業規則もこれに準じますが、同族の親族のみを使用する事業や、家事使用人には適用されないことになっています。

  ただ、就業規則は全ての従業員に対して、同一のものとする必要はなく、勤務形態が通常の従業員と異なる場合、一定の事項について特別の条項を設け別の規則として定めることが可能です。
   Ｑ 
    パートやアルバイト向けの就業規則が必要でしょうか？
  当社では、正社員用の就業規則しか作成していませんが、パートタイマーやアルバイト、契約社員にも、就業規則が必要でしょうか。 

  パートやアルバイト向けの就業規則を作成することが望ましいことです。 

　労働基準法は、「常時10人以上の労働者」を雇用する事業主に対して就業規則の作成を義務づけていますが、この場合の「労働者」には、パートタイマーや契約社員など正社員以外の非正規従業員も含まれますので、就業規則は、従業員の呼称や雇用形態を問わず、原則として全従業員に適用されることになります。

  ただし、パートタイマー等については、労働時間や賃金体系等の基本的な労働条件が正社員と異なることが多く、正社員と同じ就業規則を適用するのは難しい場合があります。したがって、パートタイム労働法では、パートタイマー等を雇用する場合には、パートタイマー等向けの就業規則を別に作成することが望ましいとしています。 パートタイマー等向けの就業規則に記載すべき事項は、正社員向けのものと基本的に同一ですが、パートタイマー等の労働条件は一般に個々に定めることが多いことから、就業規則では、適用対象となるパートタイマー等に共通して適用する事項のほかは、大綱だけを定めておき、個々に労働契約で定める事項については「雇入通知書」等により個別に示すこととしておくとよいでしょう。こうしておけば、例えば、時給制のパートタイマーと年俸制の契約社員などが小人数ずつ混在しているときなどで、それぞれの就業規則を作成するほどでもない場合にも、一つの就業規則で対応することができます。

  就業規則の作成、変更にあたっては、事業場ごとに従業員の過半数を代表する者（過半数で組織する労働組合がある場合にはその労働組合）の意見を聴いて労働基 準監督署長に届け出なければなりませんが、パートタイマー等に適用する就業規則を別に定める場合にも、この手続きが必要であることはいうまでもありません。

  なお、パートタイム労働法に基づく「指針」では、パートタイマー向けの就業規則を作成または変更しようとするときは、パートタイマーの意見が反映されるように、パートタイマー等の過半数を代表すると認められる者の意見も聴くように努めなければならないものとしています。
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